
議案第６２号 

 

地方税法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例を定め

ることについて 

 

地方税法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例を次のとお

り定める。 

地方税法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例 

（和光市学童クラブ設置及び管理条例の一部改正） 

第１条 和光市学童クラブ設置及び管理条例（平成１６年条例第１７号）の一部を次のよ

うに改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、改

正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当該

改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

別表（第８条関係） 別表（第８条関係） 

  放課後児童健全育成事業の利用料   放課後児童健全育成事業の利用料 

（略） 
 

（略） 
 

 備考 この表における「所得割額」とは、地方税 
法（昭和２５年法律第２２６号）第２９２条第 
１項第２号に規定する所得割の額をいい、所得 
割額の計算に当たっては、同法第３１４条の７ 
から第３１４条の９まで並びに同法附則第５条 
第３項、第５条の４第５項、第５条の５第２項、
第７条の２第４項及び第５項、第７条の３第２ 
項並びに第４５条の規定は適用しない。 

 備考 この表における「所得割額」とは、地方税 
法（昭和２５年法律第２２６号）第２９２条第 
１項第２号に規定する所得割の額をいい、所得 
割額の計算に当たっては、同法第３１４条の７ 
から第３１４条の９まで並びに同法附則第５条 
第３項、第５条の４第６項、第５条の４の２第 
５項、第５条の５第２項、第７条の２第４項及 
び第５項、第７条の３第２項並びに第４５条の 
規定は適用しない。 

  

（和光市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負担額に関する条例の一

部改正） 

第２条 和光市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負担額に関する条例

（平成２７年条例第８号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、改

正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当該

改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 



⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

（利用者負担額） （利用者負担額） 

第３条（略） 第３条（略） 

２（略） ２（略） 

３ 前項の規定にかかわらず、第２子（同一世帯に 
負担額算定基準子ども（子ども・子育て支援法施 
行令（平成２６年政令第２１３号）第１４条に規 
定する負担額算定基準子どもをいう。以下同じ。 
）である小学校就学前子どもに該当する兄又は姉 
を１人有する教育・保育給付認定子ども（市町村 
民税の所得割額（地方税法（昭和２５年法律第２ 
２６号）第２９２条第１項第２号に規定する所得 
割の額をいい、所得割額の計算に当たっては、同 
法第３１４条の７から第３１４条の９まで並びに 
同法附則第５条第３項、第５条の４第５項、第５ 
条の５第２項、第７条の２第４項及び第５項、第 
７条の３第２項並びに第４５条の規定は適用しな 
いものとする。以下同じ。）が５７，６９９円以 
下の世帯にあっては、同一世帯に兄又は姉を１人 
有する教育・保育給付認定子ども）をいう。）に 
係る保育認定利用者負担額は、別表に定める額に 
２分の１を乗じて得た額（その額に１０円未満の 
端数が生じたときは、これを切り捨てた額）とし、
第３子以降の子（同一世帯に負担額算定基準子ど 
もである小学校就学前子どもに該当する兄又は姉 
を２人以上有する教育・保育給付認定子ども（市 
町村民税の所得割額が５７，６９９円以下の世帯 
にあっては、同一世帯に兄又は姉を２人以上有す 
る教育・保育給付認定子ども）をいう。）に係る 
保育認定利用者負担額は、無料とする。 

３ 前項の規定にかかわらず、第２子（同一世帯に 
負担額算定基準子ども（子ども・子育て支援法施 
行令（平成２６年政令第２１３号）第１４条に規 
定する負担額算定基準子どもをいう。以下同じ。 
）である小学校就学前子どもに該当する兄又は姉 
を１人有する教育・保育給付認定子ども（市町村 
民税の所得割額（地方税法（昭和２５年法律第２ 
２６号）第２９２条第１項第２号に規定する所得 
割の額をいい、所得割額の計算に当たっては、同 
法第３１４条の７から第３１４条の９まで並びに 
同法附則第５条第３項、第５条の４第６項、第５ 
条の４の２第５項、第５条の５第２項、第７条の 
２第４項及び第５項、第７条の３第２項並びに第 
４５条の規定は適用しないものとする。以下同じ。
）が５７，６９９円以下の世帯にあっては、同一 
世帯に兄又は姉を１人有する教育・保育給付認定 
子ども）をいう。）に係る保育認定利用者負担額 
は、別表に定める額に２分の１を乗じて得た額（ 
その額に１０円未満の端数が生じたときは、これ 
を切り捨てた額）とし、第３子以降の子（同一世 
帯に負担額算定基準子どもである小学校就学前子 
どもに該当する兄又は姉を２人以上有する教育・ 
保育給付認定子ども（市町村民税の所得割額が５ 
７，６９９円以下の世帯にあっては、同一世帯に 
兄又は姉を２人以上有する教育・保育給付認定子 
ども）をいう。）に係る保育認定利用者負担額は、
無料とする。 

４・５（略） ４・５（略） 

  

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

令和８年８月２７日提出 

 

 

和光市長 柴﨑 光子       

 

 

提 案 理 由 

 地方税法等の一部を改正する法律（令和８年法律第２号）の施行に伴い、所要の改正を

したいので、地方自治法第９６条第１項第１号の規定により、この案を提出するものであ

る。 


